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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 706,835 7.7 59,171 8.4 40,077 △10.6 28,694 △3.7
25年3月期 656,056 0.2 54,566 9.6 44,825 22.4 29,808 85.0

（注）包括利益 26年3月期 69,446百万円 （22.0％） 25年3月期 56,932百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 191.23 ― 5.9 1.8 8.4
25年3月期 198.65 ― 6.9 2.1 8.3

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 16,380百万円 25年3月期 11,728百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 2,385,216 519,477 21.6 3,440.23
25年3月期 2,169,909 453,885 20.9 3,024.98

（参考） 自己資本 26年3月期 516,211百万円 25年3月期 453,905百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 122,110 △177,375 88,295 85,223
25年3月期 119,786 △170,369 61,502 48,894

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00 10,503 35.2 2.4
26年3月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00 10,503 36.6 2.2
27年3月期(予想) ― 35.00 ― 35.00 70.00 25.6

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

(注) 上記には松浦2号機における低圧タービンロータ落下事故（平成26年3月28日及び平成26年4月17日適時開示にてお知らせ済）についての影響額を織り込
んでおりません。詳細は添付資料3ページ「平成27年3月期の見通し」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 355,000 2.3 29,000 △18.5 21,000 △20.7 15,000 △20.4 99.97
通期 754,000 6.7 69,000 16.6 57,000 42.2 41,000 42.9 273.24



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注) 詳細は、添付資料17ページ「会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 166,569,600 株 25年3月期 166,569,600 株
② 期末自己株式数 26年3月期 16,518,311 株 25年3月期 16,517,290 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 150,051,771 株 25年3月期 150,052,643 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 582,861 △0.7 40,464 △6.6 31,060 7.7 22,117 18.9
25年3月期 586,993 △2.2 43,333 2.3 28,839 12.3 18,594 102.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 147.40 ―
25年3月期 123.92 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 1,926,731 374,689 19.4 2,497.08
25年3月期 1,870,291 358,950 19.2 2,392.17

（参考） 自己資本 26年3月期 374,689百万円 25年3月期 358,950百万円

2. 平成27年 3月期の個別業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

(注) 上記には松浦2号機における低圧タービンロータ落下事故（平成26年3月28日及び平成26年4月17日適時開示にてお知らせ済）についての影響額を織り込
んでおりません。詳細は添付資料3ページ「平成27年3月期の見通し」をご覧ください。 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手
続は実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、予想
数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項については、添付資料3ページ「平成27年3月期の見通し」をご覧ください。 
 決算補足説明資料については、当社ホームページに掲載しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 287,000 △4.2 25,000 △21.6 20,000 △24.6 15,000 △19.8 99.97
通期 578,000 △0.8 41,000 1.3 28,000 △9.9 20,000 △9.6 133.29
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

(1) 経営成績に関する分析 

①販売電力量 

卸電気事業の販売電力量は、水力は出水率が前年度を下回った（102％→99％）こと、及び一部発電所の

停止影響等により、前年度に対し 3.0％減少の 87 億 kWh となりました。火力は前年度並み（利用率 79％）

の 543億 kWhとなり、水力・火力合計で前年度に対し 0.5％減少の 630億 kWhとなりました。その他の電気

事業の販売電力量は、平成 25 年 9 月より連結子会社となった美浜シーサイドパワー㈱を新たに対象とした

こと等により、前年度に対し 4.7％増加の 23億 kWhとなり、電気事業全体では、前年度に対し 0.3％減少の

654億 kWhとなりました。 

また、海外事業の販売電力量は、タイ国におけるＳＰＰ（Small Power Producers）プロジェクトが昨年

1月より順次営業運転を開始したことにより、36億 kWhとなりました。 

 

②収支の概要 

収入面は、水力は出水率の低下及び一部発電所の停止影響等により、火力は基本料金の減等により減収

となりましたが、タイ国プロジェクトの営業運転開始等による増収により、売上高（営業収益）は、前年度

に対し 7.7％増加の 7,068 億円となりました。これに営業外収益を加えた経常収益は、前年度に対し 8.2％

増加の 7,291億円となりました。 

一方、費用面は、営業費用は減価償却費の定率進行等による減少があったものの、タイ国プロジェクト

の営業運転開始に伴う燃料費の増加等により、前年度に対し 7.7％増加の 6,476 億円となりました。営業外

費用は為替差損等により、前年度に対し 51.7％増加の 414億円となり、経常費用は前年度に対し 9.6％増加

の 6,891億円となりました。 

この結果、経常利益は前年度に対し 10.6％減少の 400 億円となり、法人税等を差し引いた当期純利益は、

前年度に対し 3.7％減少の 286億円となりました。なお、報告セグメント別の業績は次のとおりです。 

 

（電気事業） 

売上高（電気事業営業収益）は、卸電気事業の水力は出水率の低下及び一部発電所の停止影響等によ

り、火力は基本料金の減等により減収となりましたが、その他の電気事業は平成 25 年 9 月より連結子会

社となった美浜シーサイドパワー㈱を新たに対象としたこと等により増収となり、前年度に対し 0.4％増

加の 6,107億円となりました。 

セグメント利益は、売上の増加はあったものの、円安に伴う燃料費の増加等により、前年度に対し

6.4％減少の 290億円となりました。 

 

（電力周辺関連事業） 

売上高（その他事業営業収益）は、連結子会社による設備更新工事の受注等に伴う増収等により、前

年度に対し 4.5％増加の 3,613億円となりました。 

セグメント利益は、売上の増加等により前年度に対し 5.8％増加の 96億円となりました。 

 

（海外事業） 

売上高（海外事業営業収益）は、タイ国プロジェクトの営業運転開始により、前年度に対し 411 億円

増加の 428億円となりました。 

セグメント利益は、持分法投資利益の増加はあったものの、為替差損等により、前年度に対し 98.7％

減少の 0.5億円となりました。 

 

（その他の事業） 

売上高（その他事業営業収益）は、連結子会社の電気通信工事の売上の増加等により、前年度に対し

6.5％増加の 263億円となりました。 

セグメント利益は、売上原価の増加等により、前年度に対し 0.3億円減少の 9億円となりました。 
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③平成 27年 3月期の見通し 

平成 27 年 3 月期の業績予想は、卸電気事業の販売電力量について、水力は平年並みの出水、火力は定期

点検等の停止計画等を勘案し前期並みと想定し、また、海外事業では、タイ国でのノンセンＩＰＰプロジェ

クト（80 万 kW×2 基）の運転開始を予定しております。これらの要因により、売上高は平成 26 年 3 月期

に対し 6.7％増加の 7,540 億円、営業利益は同 16.6％増加の 690 億円、経常利益は同 42.2％増加の 570 億

円、当期純利益は同 42.9％増加の 410億円となる見通しです。 

なお、平成 26 年 3 月 28 日に発生しました松浦火力発電所 2号機（以下「松浦 2 号機」）における定期点

検作業中の低圧タービンロータ落下事故*について、現時点で復旧時期等が未定であることから、7 月 8 日

定期点検終了（予定）を前提に業績見通しを策定し、復旧費用及び停止期間の更なる延伸に伴う影響額等は

織り込んでおりません。現在、早期復旧に向けた取り組みを進めており、平成 26 年 5 月末を目途に復旧方

法、復旧時期等をとりまとめる予定ですが、その結果によって業績見通しを修正する可能性があります。 

* 当該事故に関して、以下のとおり適時開示を行っております。 

「当社火力発電所における定期点検中の事故について」（平成 26年 3月 28日） 

「松浦火力発電所 2号機での定期点検中の事故について（第 2報）」（平成 26年 4月 17日） 

 

［発電諸元］ 

区 分 項 目 平成 26年 3月期 平成 27年 3月期 

電
気
事
業 

卸電気事業 

販売電力量（水力）（億 kWh） 87 91 

販売電力量（火力）（億 kWh）*2 543 543 

水力出水率      （％） 99 100 

火力設備利用率    （％） 79 79 

その他の 
電気事業 *1 

販売電力量        （億 kWh） 23 25 

海外事業 販売電力量        （億 kWh） 36 93 

*1 その他の電気事業には、ＩＰＰ、新電力等向け及び風力の合計を記載しております。 

*2 平成 27年 3月期の販売電力量（火力）については、松浦 2号機は 7月 8日定期点検終了を前提

としております。 

 

［主要為替レート］ 

 平成 26年 3月期 平成 27年 3月期 

円／ドル ※期中平均レート 100 100 

円／タイバーツ ※12月末日レート     3.2 3.1 

 

(2) 財政状態に関する分析 

①資産・負債・純資産の状況 

資産については、タイ国プロジェクトへの設備投資の増加等により、前年度末から 2,153 億円増加し  

2兆 3,852億円となりました。 

一方、負債については、前年度末から 1,497 億円増加し 1 兆 8,657 億円となりました。このうち、有利

子負債額は前年度末から 1,269億円増加し 1兆 6,499億円となりました。なお、有利子負債額のうち 2,587

億円（うち海外事業 2,567億円）はノンリコースローン（責任財産限定特約付借入金）です。 

また、純資産については、当期純利益の計上及び為替換算調整勘定の増加等により、前年度末から 655

億円増加し 5,194億円となり、自己資本比率は、前年度末の 20.9％から 21.6％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少等により、前年度に対し 23 億円増加の

1,221億円の収入となりました。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、タイ国プロジェクトへの設備投資の増加等により、前年度に

対し 70億円増加の 1,773億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、資金調達による収入の増加等により、前年度に対し 267 億円

増加の 882億円の収入となりました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当年度末残高は、前年度末残高に対し 363 億円増加の 852 億円とな

りました。 

 

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 22年 

3月期 

平成 23年 

3月期 

平成 24年 

3月期 

平成 25年 

3月期 

平成 26年 

3月期 

自己資本比率 20.4％ 20.7％ 20.2％ 20.9％ 21.6％ 

時価ベースの自己資本比率 22.8％ 19.1％ 16.7％ 17.1％ 18.3％ 

債務償還年数 8.6年 9.4年 11.4年 12.7年 13.5年 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
7.4 6.6 5.8 5.5 4.9 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額によ

り計算しております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の事業につきましては、発電所等の建設を含む長期間にわたる事業運営能力を源泉に、発電所等の

インフラに投資し、長期間の操業を通じて投資回収を図ることが最大の特徴となっております。当社は、引

き続き、新たな成長に向けた事業投資に内部留保資金を適切に振り向けるとともに、財務体質の強化が必要

との認識のもと、自己資本の充実を図ってまいります。 

株主の皆様への還元につきましては、当社ビジネスの特徴を踏まえ安定した配当の継続を最も重視し、

さらに、長期的な取り組みによって持続的に企業価値を高め成長の成果による還元の充実に努めてまいりま

す。 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災以降、当社を取り巻く経営環境は依然不透明ではあるものの、今

後もコアビジネスである卸電気事業の競争力を強化するとともに、事業の拡充を図ることで収益力の強化に

努めることとし、長期安定的な還元という観点から、期末配当として 1 株につき 35 円とし、中間配当と合

わせて 1株につき年間 70円の配当を予定しております。また、平成 27年 3月期につきましては、1株につ

き 70円（うち中間配当 35円）の配当を予定しております。 
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(4) 事業等のリスク 

当社の財政状態、経営成績並びに現在及び将来の事業等に関してリスク要因となる可能性があると考え

られる主な事項を以下に記載しております｡また、投資家に対する積極的な情報開示の観点から、当社が必

ずしも重要なリスクとは考えていない事項であっても、事業等のリスクを理解する上で投資家にとって参考

となる情報は記載しております。将来に関する事項は、本資料の発表日現在（平成 26年 4月 30日）におい

て判断したものであります。 

また、以下の記述は、別段の意味に解される場合を除き、連結ベースでなされており、「当社」には当

社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭

和 51年大蔵省令第 28号）の定義に従います。）が含まれています。 

 

①電気事業制度改革の進展等による当社の料金等への影響について 

当社の営業収益の大半は、わが国の一般電気事業者 10 社への電気の卸供給による料金収入です。電気

事業における制度改革によって競争が進展するなか、一般電気事業者は小売電気料金を引下げてきまし

た。 

当社から一般電気事業者への電気の卸供給に係る料金は、適正な原価に事業報酬を加算する方法によ

り算定されているため、小売電気料金の引下げの影響を直ちに受けることはありません。しかしながら、

当社は、これまでも一般電気事業者から卸電気料金の引下げを要請されており、料金原価の低減や競争

の進展等により、今後当社が卸電気料金を引下げる場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

また、平成 17 年 4 月より有限責任中間法人日本卸電力取引所にて卸電力取引が開始されました。当社

は、現在、卸電力取引所等での取引を行っております。当社は、現時点において、取引所における卸電

力の取引が短期間に飛躍的に増加するとは予想しておりませんが、将来取引所における電力取引価格が

価格指標としての重要性を増した場合、当社の料金水準が間接的に影響を受ける可能性があり、仮に、

一般電気事業者と当社との間の相対契約における料金水準が価格指標を上回る場合は当社の業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

加えて、将来的には電気事業制度改革によって当社を取り巻く事業環境が大きく変化する可能性もあ

ります。平成 25 年 4 月に閣議決定された「電力システムに関する改革方針」に基づき、平成 25 年 11 月

に電気事業法が改正され、広域的運営推進機関が設立されることとなりました（設立時期：平成 27 年目

途）。今後も改革方針に基づき、小売参入全面自由化及び卸規制の撤廃（実施時期：平成 28 年目途）、

送配電部門の法的分離や電気小売料金規制の見直し等（実施時期：平成 30 年から平成 32 年目途）、制

度改革の更なる詳細検討と段階的な法改正が進められることになっております。これらの一連の改革の

内容によっては、当社の事業や業績にも悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

②発電所建設計画の取り止め等について 

電力需要の予想伸び率の変化に伴い、一般電気事業者は、一部の発電所建設計画の繰り延べや取り止

め、稼働率の低い火力発電所の廃止・長期停止を実施した例があります。当社においても、一般電気事

業者向けの発電所建設に関しては、受電予定会社と協議のうえ、計画の一部について運転開始時期の繰

り延べや計画の取り止め等を行った例があります。今後、国のエネルギー政策の見直しなど電気事業を

取り巻く状況の大幅な変化、予期せぬ事態の発生等により建設計画の取り止め等があれば、当社の業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

③地球温暖化問題について 

当社は、ＬＮＧ等他の化石燃料を使用する発電所と比較して、発電量当たりのＣＯ２排出量が相対的

に高い石炭火力発電所を多数有しており、国内外で地球温暖化問題に対応する様々な対策に取り組んで

おります。 

なお、今後、新たな規制等が導入された場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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④海外発電事業をはじめとする新たな事業への取り組みについて 

当社は、新たな収益基盤を構築することを目指して、海外発電事業や国内での新たな電力事業等の取

り組みを進めております。しかしながら、これらの事業は、状況の大幅な変化、需要の低下、規制の変

更等の予期せぬ事態の発生により、当社が期待したほどの収益を生まない可能性がありますし、また、

これらの事情により、事業計画の変更、事業の取り止め等があれば、これに伴う関連費用の発生により、

当社業績に悪影響を及ぼす可能性もあります。海外での事業については､為替リスクに加え当該国の政情

不安等によるリスク（カントリーリスク）が存在します。 

 

⑤資金調達について 

当社の今後 10 年間の主な開発地点である大間原子力発電所や竹原火力発電所新 1 号機の建設、既存債

務の償還、海外発電事業への投資等のために、多額の資金調達を必要とする見通しです。資金調達が必

要となった場合に、その時点における金融情勢、当社の信用状態又はその他の要因のために当社が必要

資金を適時に適正な条件で調達することができなければ､当社の事業展開及び収益性に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

 

⑥大間原子力発電所建設計画について 

大間原子力発電所（青森県、138.3 万 kW）については、平成 20 年 4 月に原子炉設置許可、5 月には第

1 回の工事計画認可を受け着工に至っております。なお、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災直後よ

り工事を休止しておりましたが、平成 24 年 10 月より工事を再開しております。現在、平成 25 年 7 月に

施行された規制基準への適合性審査に向けて、安全強化対策に係る設計業務など原子炉設置変更許可申

請の準備を進めており、規制基準を適切に反映し、必要な安全対策等を着実に実施することで、全社を

あげて安全な発電所づくりに取り組む所存です。 

しかしながら、原子力発電においては、国の原子力政策の見直しなど原子力事業を取り巻く状況の大

幅な変化や予期せぬ事態の発生等による計画変更等のリスク、また、運転開始後には、放射性物質の貯

蔵と取扱いに関するリスク、他の発電設備と同様、自然災害、不測の事故等のリスクも存在します。当

社は、これらのリスクに対して可能な限り対策を講じる所存ですが、仮にリスクが顕在化した場合、当

社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦石炭火力発電用燃料について 

当社の石炭火力発電所は海外炭を主たる燃料としており、燃料費は、海外炭の価格変動、輸送船舶の

需給状況、燃料調達先の設備・操業トラブル等により影響を受けます。 

燃料費は、火力発電所について一般電気事業者との間で 2 年毎（価格の変動が著しい場合は、1 年毎）

に行われる卸電気料金の改定にあたって、原価主義に基づき料金に反映されるため、石炭価格の変動等

による当社の業績への影響は限定的です。但し、卸電気料金の改定後、次回の改定までに石炭価格の急

激な上昇等があった場合、これに伴う燃料費の上昇分を料金に反映させるまでにタイムラグがあるため、

一時的に当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧自然災害、不測の事故等について 

自然災害、人為的なミス、テロ、燃料供給の中断又はその他の不測の事態により、当社の発電設備若

しくは送・変電設備又はこれらの設備を運転制御する情報システム等に重大な事故があった場合、当社

の事業運営に支障を来たし、ひいては周辺環境に悪影響を及ぼす可能性があり、当社の業績にも悪影響

を及ぼす可能性があります。 

 

⑨法的規制について 

当社事業の大半を占める卸電気事業については、電気事業法の規制を受けております。このほか、当

社の事業運営は様々な法令の適用を受けております。当社がこれらの法令・規制を遵守できなかった場

合、又はこれらの法令・規制の改正があった場合には、当社の事業運営や業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。なお、平成 25 年 4 月に閣議決定された「電力システムに関する改革方針」に基づき、今後、

電源開発㈱(9513) 平成26年3月期 決算短信

6



 

卸規制の撤廃に関する電気事業法改正案が成立した場合、平成 28 年以降、卸規制（事業許可制や料金規

制）は撤廃されることとなります（「①電気事業制度改革の進展等による当社の料金等への影響につい

て」を参照）。 

また、平成 23 年 8 月 10 日に、原子力事業者による相互扶助の考え方に基づき、将来にわたって原子

力損害賠償の支払等に対応できる支援組織（原子力損害賠償支援機構）を中心とした仕組みを構築する

ことを目的として、「原子力損害賠償支援機構法」が公布・施行されました。当社は、同法第 38 条に基

づき、原子力事業者として原子力損害賠償支援機構の業務に要する費用に充てるための負担金を納付す

ることを義務付けられ、負担金の額によっては当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、

今後、当社が進めている大間原子力発電所計画について、同発電所が「原子力損害の賠償に関する法

律」に定める原子炉の運転等を開始した場合に、当社は負担金を納付することとなります。 

 

⑩特定の販売先への依存度が高いことについて 

一般電気事業者に対する売上は当社の営業収益の大半を占めております。当社は、一般電気事業者が、

今後とも当社の最も重要な販売先であると考えており、したがって、当社の業績は、一般電気事業者の

小売電力市場におけるシェアの動向や東日本大震災に伴う電力需要の変動等により影響を受ける可能性

があります。 

 

⑪業務情報の管理 

当社は、個人情報をはじめ機密を要する多くの重要な情報を保有しています。これらの情報について

は情報セキュリティ対策の推進、従業員教育等の実施により厳重に管理しておりますが、外部に流出し

た場合、当社のレピュテーションや業績は悪影響を受ける可能性があります。 

 

 

２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社 72 社及び関連会社 99 社（平成 26 年 3 月 31 日現在）によって構成され

ており、当社は主に、水力、火力など自社で保有する発電所により、主に一般電気事業者 10 社に対し電気

の供給をする卸電気事業を行っているほか、自社で保有する送・変電設備により、沖縄電力㈱を除く一般電

気事業者 9社の電力託送を行っております。 

当社グループの事業の内容としては、卸電気事業を中心に、当社の子会社及び関連会社が行う風力発電

事業、ＩＰＰ（独立系発電事業者）による一般電気事業者向け電力卸供給事業及び新電力等向け電力卸供給

事業等からなる「電気事業」、電気事業を補完し電気事業の円滑かつ効率的な遂行に資する「電力周辺関連

事業」、海外における発電事業及びその関連事業を行う「海外事業」並びに当社グループの保有する経営資

源、ノウハウを活用して行う石炭販売事業等の「その他の事業」があります。 

当年度において、当社グループの事業の内容に重要な変更はありません。 

 

 

３．経営方針 

(1) 経営の基本方針 

当社グループは、「人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献す

る」という企業理念の下に、公益事業としての使命を果たしつつ、多くのステークホルダーにとって魅力あ

る安定成長企業となるため、国内事業における設備信頼性の確保、石炭火力の高効率化技術開発など低炭素

化への対応、成長が見込まれるアジアを中心とした海外事業のさらなる展開、これら事業を支える財務体質

強化などに着実に取り組んでおります。 

当社グループは、公正で透明な経営を行うとともに、上記取り組みを通じて企業価値の増大を図り、多

様なステークホルダーの期待に応えてまいります。 
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(2) 当社グループを取り巻く経営環境と対処すべき課題 

当社グループを取り巻く事業環境においては、電力システム改革による競争の進展に伴い、更なる事業

基盤の強化が求められているなか、当社グループは、既存設備の経年化や震災後の高稼働化に伴う設備トラ

ブルリスクの増大、原子力政策動向の不透明性、ＣＯ２排出規制をはじめとした地球環境問題などの多くの

克服すべき課題に直面しております。 

 このような状況のもと、競争環境の進展に対応し、電力の安定供給に貢献し続けるために、当社グループ

は、技術力の強化と設備信頼性の確保を中核とした「事業基盤強化」を着実に推進してまいります。そして

更なる成長を確実なものとするため、環境負荷に配慮した国内ベースロード電源を主軸とする中長期的な供

給力の確保に向けた「新規開発による成長」への取り組みを進めることで、企業価値の向上に努めて参まい

ります。 

 

①事業基盤強化への取り組み 

○設備信頼性の確保 

当社の火力・水力・送変電設備につきましては、高稼働の継続に対応した設備保全の強化と経年化対

策を進めるとともに、災害対策や環境対策を適切に実施することで、設備の安定稼働に努めてまいりま

す。 

なお、本年 3 月に、定期点検中の松浦火力発電所（長崎県松浦市）2 号機において低圧タービンロータ

落下事故が発生いたしました。当社グループは、厳しい電力需給状況下における本件事故の重大性を真

摯に受け止め、早期復旧に向けて全力で取り組むとともに、原因の早期究明と再発防止策の徹底に努め

てまいります。 

 

○社会的責任に応える事業運営 

当社グループは、今後も経営環境の変化に応じて継続的にコーポレート･ガバナンスの充実を図ってい

くとともに､より一層の社会的信頼を獲得・維持するため､グループ全体にコンプライアンスの意識を浸

透・定着させるよう取り組んでまいります。 

また、安全の確保・危機管理の徹底、災害への対応力強化により、電力安定供給を支えるとともに、

地域・社会との共生や環境経営の推進を通じて、社会の持続可能な発展に貢献してまいります。 

 

○事業環境の変化への対応と事業基盤の強化 

当社グループは、新規電源の開発、既存設備の信頼性の維持・向上、コスト低減などの取り組みに

よって、グループ大での相乗的な競争力強化を図り、今後の電力システム改革の進展など事業環境の変

化に対応できるよう事業基盤の強化に取り組んでまいります。 

さらに、事業の根幹となる技術力などグループ従業員一人ひとりの能力向上に向けた人財育成を進め

るとともに、事業環境の変化に柔軟に対応できる活力ある組織づくりに取り組み、企業としての基盤を

強化してまいります。 

 

○財務戦略 

当社グループは、資金調達環境が不透明性を増す中にあっても設備形成に向けて適切に投資拡大を

図っていく必要があることから、着実な財務体質強化がこれまで以上に重要な経営課題になると考えて

おります。 

このため、競争力強化と投資効率向上に向けた取り組みを強化することにより、安定的な事業収益を

確保し、引き続き自己資本比率の継続的な改善を図り、資金調達力の維持・強化に努めてまいります。 

 

②新規開発による成長への取り組み 

○国内石炭火力のリプレース・新増設と技術開発 

当社グループは、中長期的な電力の安定供給という社会的要請に応えるべく、経年化火力発電所のリ

プレースによる高効率化と、石炭火力発電を活用したベースロード電源の開発に努めてまいります。そ

のために、竹原火力発電所新 1 号機リプレース計画（広島県竹原市、平成 32 年運転開始予定）、新日鐵
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住金株式会社との共同出資による鹿島パワー計画（茨城県鹿嶋市、平成 32 年運転開始予定）を着実に推

進し、世界最高水準の高効率石炭火力発電を展開してまいります。また、これらに続く新たなリプレー

ス・新増設の事業機会を最大限に追求してまいります。 

さらに、石炭ガス化複合発電（IGCC）技術やＣＯ２回収・貯留（CCS）技術などの高効率化・低炭素化

を目指す技術開発に取り組んでまいります。このような技術開発の一環として、当社グループは、中国

電力株式会社と共同で大崎クールジェン株式会社（広島県豊田郡大崎上島町）を設立し、平成 28 年度の

酸素吹ＩＧＣＣ技術実証試験の開始に向けて、試験設備の建設工事を進めております。 

 

○大間原子力建設の着実な推進 

当社グループは、青森県下北郡大間町にて、ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃料を使用する

大間原子力発電所（出力 138.3万 kW、運転開始時期未定）の建設を進めております。 

同発電所は、エネルギー安定供給を支えるベースロード電源の確保と、地球温暖化対策のニーズに応

えるとともに、プルトニウム利用による原子燃料サイクルの中核を担うプロジェクトとして、安全性の

確保を大前提に、引き続き地域の皆様からのご理解を得ながら、プロジェクトの着実な推進を図ってま

いります。 

現在、原子力規制委員会による新規制基準への適合性審査に向けて、原子炉設置変更許可申請などの

準備を進めております。可能な限り速やかに申請したうえで、原子力規制委員会による審査を受け、早

期の運転開始を目指してまいります。 

 

○再生可能エネルギーの拡大 

当社グループは、低炭素化に向けて、再生可能エネルギーの開発にも取り組んでまいります。 

風力発電につきましては、風況良好な地点を継続的に発掘し､新規開発を着実に推進すると同時に、設

備稼働率の向上と保守・運営の効率化による収益力強化を実現してまいります。さらに、洋上風力の実

用化に向けた取り組みも進めてまいります。 

このほか、地熱発電につきましては、三菱マテリアル株式会社及び三菱ガス化学株式会社との共同出

資により山葵沢地熱計画（秋田県湯沢市、平成 31 年運転開始予定）を推進するほか、新規地点の開発に

向け、さらなる取り組みを進めてまいります。中小水力発電事業では、くったり発電所（北海道上川郡

新得町、平成 27年運転開始予定）の建設工事を進めております。 

また、下水汚泥などのバイオマス資源の燃料化事業を拡大し、石炭火力発電所におけるバイオマス燃

料の混焼を着実に推進すべく、継続的に取り組んでまいります。 

 

○海外発電事業の着実な展開 

当社グループの海外発電事業につきましては、運転中の発電所は 7 ヶ国・地域で 35 件、当社持分出力

は約 460万 kW（平成 26年 3月 31日現在）となっております。 

現在、タイ国ではノンセンＩＰＰプロジェクト（160 万 kW、平成 26 年運転開始予定）、ウタイＩＰＰ

プロジェクト（160 万 kW、平成 27 年運転開始予定）を建設中であります。また、インドネシア国ではセ

ントラルジャワ石炭火力ＩＰＰプロジェクト（200 万 kW）を開発準備中であります。用地取得が計画通

り進捗していないため、着工時期が当初予定の平成 24 年 10 月から遅れておりますが、引き続き本プロ

ジェクトのパートナーと協力し、早期着工の実現に努めてまいります（なお、本件は長期売電契約上の

ファイナンス組成期限が平成 25 年 10 月に設定されておりましたが、平成 26 年 10 月まで延長されてお

ります）。 

これらの発電所がすべて運転を開始した際には、持分出力が約 800 万 kW となる見通しであります。当

社グループは、これら建設中・開発準備中のプロジェクトを確実に遂行し、既存プロジェクトも含めた

海外発電事業における収益力の向上に努めるとともに、将来に向けた新規プロジェクトの培養を進めて

まいります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  固定資産 1,975,202 2,149,579 

    電気事業固定資産 1,058,849 1,023,751 

      水力発電設備 363,437 355,616 

      汽力発電設備 387,957 362,307 

      内燃力発電設備 3,956 5,414 

      新エネルギー等発電設備 31,358 36,698 

      送電設備 185,754 176,102 

      変電設備 30,608 30,482 

      通信設備 8,638 8,596 

      業務設備 47,137 48,532 

    海外事業固定資産 14,311 125,018 

    その他の固定資産 104,529 109,787 

    固定資産仮勘定 464,674 512,604 

      建設仮勘定及び除却仮勘定 464,674 512,604 

    核燃料 59,769 69,216 

      加工中等核燃料 59,769 69,216 

    投資その他の資産 273,067 309,201 

      長期投資 202,464 244,181 

      繰延税金資産 47,234 40,734 

      その他 24,416 24,331 

      貸倒引当金（貸方） △1,047 △45 

  流動資産 194,707 235,636 

    現金及び預金 49,283 50,333 

    受取手形及び売掛金 61,644 70,135 

    短期投資 402 35,000 

    たな卸資産 38,160 34,053 

    繰延税金資産 7,423 8,637 

    その他 37,847 37,477 

    貸倒引当金（貸方） △54 △0 

  資産合計 2,169,909 2,385,216 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  固定負債 1,402,287 1,522,905 

    社債 694,930 691,346 

    長期借入金 608,977 741,509 

    リース債務 982 981 

    退職給付引当金 59,012 － 

    その他の引当金 36 43 

    退職給付に係る負債 － 49,071 

    資産除去債務 3,971 6,644 

    繰延税金負債 7,801 14,730 

    その他 26,574 18,579 

  流動負債 313,311 342,714 

    1年以内に期限到来の固定負債 196,999 207,968 

    短期借入金 18,475 20,318 

    コマーシャル・ペーパー 3,999 － 

    支払手形及び買掛金 25,049 33,197 

    未払税金 10,811 8,791 

    その他の引当金 273 302 

    資産除去債務 1,495 245 

    繰延税金負債 3 9 

    その他 56,202 71,880 

  特別法上の引当金 425 119 

    渇水準備引当金 425 119 

  負債合計 1,716,024 1,865,739 

純資産の部     

  株主資本 460,673 478,860 

    資本金 152,449 152,449 

    資本剰余金 81,849 81,849 

    利益剰余金 289,639 307,829 

    自己株式 △63,265 △63,268 

  その他の包括利益累計額 △6,768 37,350 

    その他有価証券評価差額金 4,855 9,030 

    繰延ヘッジ損益 △6,929 1,772 

    為替換算調整勘定 △4,693 22,955 

    退職給付に係る調整累計額 － 3,592 

  少数株主持分 △19 3,265 

  純資産合計 453,885 519,477 

負債純資産合計 2,169,909 2,385,216 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業収益 656,056 706,835 

  電気事業営業収益 605,338 609,080 

  海外事業営業収益 1,647 42,834 

  その他事業営業収益 49,070 54,920 

営業費用 601,490 647,663 

  電気事業営業費用 540,134 545,430 

  海外事業営業費用 8,346 43,899 

  その他事業営業費用 53,009 58,333 

営業利益 54,566 59,171 

営業外収益 17,577 22,357 

  受取配当金 1,321 1,454 

  受取利息 1,195 1,054 

  持分法による投資利益 11,728 16,380 

  その他 3,331 3,468 

営業外費用 27,318 41,451 

  支払利息 22,362 25,305 

  為替差損 991 11,190 

  その他 3,964 4,955 

当期経常収益合計 673,634 729,192 

当期経常費用合計 628,808 689,115 

当期経常利益 44,825 40,077 

渇水準備金引当又は取崩し △351 △306 

  渇水準備引当金取崩し（貸方） △351 △306 

特別利益 － 2,386 

  受取保険金 － 2,386 

税金等調整前当期純利益 45,176 42,770 

法人税、住民税及び事業税 11,940 8,372 

法人税等調整額 3,622 6,579 

法人税等合計 15,562 14,952 

少数株主損益調整前当期純利益 29,613 27,817 

少数株主損失（△） △194 △876 

当期純利益 29,808 28,694 
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連結包括利益計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 29,613 27,817 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 5,607 4,162 

  繰延ヘッジ損益 △2,997 8,696 

  為替換算調整勘定 14,835 12,822 

  持分法適用会社に対する持分相当額 9,873 15,946 

  その他の包括利益合計 27,319 41,628 

包括利益 56,932 69,446 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 57,025 69,220 

  少数株主に係る包括利益 △92 225 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

  

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 152,449  81,849 270,334 △63,264 441,369 

当期変動額  

剰余金の配当  △10,503 △10,503 

当期純利益  29,808 29,808 

自己株式の取得  △1 △1 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
 

当期変動額合計 ― ― 19,304 △1 19,303 

当期末残高 152,449  81,849 289,639 △63,265 460,673 
 

 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

退職給付に 

係る調整 

累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 △772 △4,209 △29,003 ― △33,985 △1,191 406,192 

当期変動額     

剰余金の配当     △10,503 

当期純利益     29,808 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
5,627  △2,720 24,310 ― 27,217 1,171  28,388 

当期変動額合計 5,627  △2,720 24,310 ― 27,217 1,171  47,692 

当期末残高 4,855  △6,929 △4,693 ― △6,768 △19 453,885 
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  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 152,449  81,849 289,639 △63,265 460,673 

当期変動額  

剰余金の配当  △10,503 △10,503 

当期純利益  28,694 28,694 

自己株式の取得  △3 △3 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
 

当期変動額合計 ― ― 18,190 △3 18,187 

当期末残高 152,449  81,849 307,829 △63,268 478,860 
 

 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

退職給付に 

係る調整 

累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 4,855  △6,929 △4,693 ― △6,768 △19 453,885 

当期変動額     

剰余金の配当     △10,503 

当期純利益     28,694 

自己株式の取得     △3 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
4,175  8,702 27,648 3,592 44,118 3,285  47,404 

当期変動額合計 4,175  8,702 27,648 3,592 44,118 3,285  65,591 

当期末残高 9,030  1,772 22,955 3,592 37,350 3,265  519,477 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 45,176 42,770 

  減価償却費 95,254 91,408 

  固定資産除却損 2,418 2,241 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 987 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △4,800 

  渇水準備引当金の増減額（△は減少） △351 △306 

  受取利息及び受取配当金 △2,517 △2,508 

  支払利息 22,362 25,305 

  売上債権の増減額（△は増加） △2,133 △7,753 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △3,133 4,223 

  仕入債務の増減額（△は減少） 5,642 9,244 

  有価証券売却損益（△は益） △620 △280 

  有価証券評価損益（△は益） 242 － 

  持分法による投資損益（△は益） △11,728 △16,380 

  固定資産売却損益（△は益） 526 530 

  その他 △8,742 1,607 

  小計 143,385 145,302 

  利息及び配当金の受取額 7,926 12,626 

  利息の支払額 △21,974 △25,131 

  法人税等の支払額 △9,552 △10,687 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 119,786 122,110 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  固定資産の取得による支出 △165,201 △176,982 

  工事負担金等受入による収入 6,343 2,739 

  投融資による支出 △1,347 △1,149 

  投融資の回収による収入 7,938 6,460 

  その他 △18,101 △8,443 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △170,369 △177,375 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  社債の発行による収入 39,877 79,740 

  社債の償還による支出 △20,000 △63,599 

  長期借入れによる収入 207,887 241,625 

  長期借入金の返済による支出 △146,048 △158,518 

  短期借入れによる収入 108,500 97,221 

  短期借入金の返済による支出 △110,038 △95,374 

  コマーシャル・ペーパーの発行による収入 326,969 83,996 

  コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △336,000 △88,000 

  配当金の支払額 △10,501 △10,504 

  その他 856 1,709 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 61,502 88,295 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,615 3,297 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,535 36,328 

現金及び現金同等物の期首残高 35,359 48,894 

現金及び現金同等物の期末残高 48,894 85,223 
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年 5

月 17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基

準第 35項本文及び退職給付適用指針第 67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の

額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額

に加減しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が 49,071 百万円計上されております。また、

その他の包括利益累計額が 3,592百万円増加しております。 

なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

(7) 表示方法の変更 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「その他の固定資産」に含めていた「海外事業固定資産」は、タイ国プロジェ

クトの進捗に伴い金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「その他の固定資産」に表示していた 118,840 百

万円は、「海外事業固定資産」14,311百万円、「その他の固定資産」104,529百万円として組み替えておりま

す。 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、「その他事業営業収益」に含めていた「海外事業営業収益」は、タイ国プロ

ジェクトの進捗に伴い金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「その他事業営業収益」に表示していた 50,717

百万円は、「海外事業営業収益」1,647百万円、「その他事業営業収益」49,070百万円として組み替えており

ます。 

 

前連結会計年度において、「電気事業営業費用」及び「その他事業営業費用」に含めていた「海外事業営

業費用」は、タイ国プロジェクトの進捗に伴い金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記す

ることとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「電気事業営業費用」に表示していた 542,195 百

万円及び「その他事業営業費用」に表示していた 59,295 百万円は、「電気事業営業費用」540,134 百万円、

「海外事業営業費用」8,346百万円、「その他事業営業費用」53,009百万円として組み替えております。 

 

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用の総額

の 100 分の 10 を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた

4,956百万円は、「為替差損」991百万円、「その他」3,964百万円として組み替えております。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「減損損

失」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」に表示していた「減損損失」180 百万円、「その他」△8,922 百万円は、「その他」△8,742 百万円と

して組み替えております。 

 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資

産の売却による収入」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」に表示していた「固定資産の売却による収入」1,140 百万円、「その他」△19,242 百万円は、「その

他」△18,101百万円として組み替えております。 

 

(8) 追加情報 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 26年法律第 10号）が平成 26 年 3 月 31 日に公布され、平成

26 年 4 月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴

い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債は、一時差異等の解消が見込まれる連結会計年度に対

応した改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算しております。 

この変更による損益への影響は軽微であります。 

 

(9) 連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループは、当社、子会社 72 社及び関連会社 99 社（平成 26 年 3 月 31 日現在）によって構成さ

れており、卸電気事業を中心に、風力発電事業、ＩＰＰ（独立系発電事業者）による一般電気事業者向

け電力卸供給事業及び新電力等向け電力卸供給事業等からなる「電気事業」、電気事業を補完し電気事業

の円滑かつ効率的な遂行に資する「電力周辺関連事業」、海外における発電事業及びその関連事業を行う

「海外事業」並びに当社グループの保有する経営資源、ノウハウを活用して行う石炭販売事業等の「そ

の他の事業」の 4つを報告セグメントとしております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であり、報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメ

ント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成 24年４月１日 至 平成 25年３月 31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント  

調整額 

（注1） 

連結財務 

諸表計上額 

（注2） 電気事業 
電力周辺 

関連事業 
海外事業 

その他の 

事業 
計 

売上高        

外部顧客への売上高 605,338 26,599 1,647 22,471 656,056 - 656,056 
セグメント間の 
内部売上高又は振替高 2,694 319,228 - 2,279 324,202 △324,202 - 

計 608,033 345,828 1,647 24,750 980,259 △324,202 656,056 

セグメント利益 31,088 9,099 3,907 986 45,082 △256 44,825 

セグメント資産 1,759,602 196,476 319,736 12,841 2,288,657 △118,748 2,169,909 

その他の項目        

減価償却費 93,163 4,498 84 492 98,239 △2,984 95,254 

のれんの償却額 44 - - - 44 - 44 

受取利息 671 98 533 6 1,309 △114 1,195 

支払利息 20,857 91 1,479 49 22,476 △114 22,362 

持分法投資利益 642 - 11,085 - 11,728 - 11,728 

持分法適用会社への 
投資額 

6,966 - 110,905 - 117,872 - 117,872 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

69,390 46,713 60,175 494 176,774 △1,667 175,106 

（注）１．調整額の内訳は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益の調整額△256百万円には、セグメント間取引消去 868百万円が含まれております。 

(2) セグメント資産の調整額△118,748百万円には、債権の相殺消去△114,939百万円が含まれております。 

(3) 減価償却費の調整額△2,984百万円には、セグメント間取引消去△2,963百万円が含まれております。 

(4) 受取利息、支払利息、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の当期経常利益と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月 31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント  

調整額 

（注1） 

連結財務 

諸表計上額 

（注2） 電気事業 
電力周辺 

関連事業 
海外事業 

その他の 

事業 
計 

売上高        

外部顧客への売上高 609,080 29,944 42,834 24,975 706,835 - 706,835 
セグメント間の 
内部売上高又は振替高 1,648 331,405 - 1,382 334,436 △334,436 - 

計 610,729 361,350 42,834 26,357 1,041,271 △334,436 706,835 

セグメント利益 29,088 9,626 52 956 39,723 353 40,077 

セグメント資産 1,783,251 239,736 491,592 17,341 2,531,921 △146,705 2,385,216 

その他の項目        

減価償却費 85,173 5,308 3,299 512 94,293 △2,884 91,408 

のれんの償却額 232 - - - 232 - 232 

受取利息 360 163 710 6 1,240 △186 1,054 

支払利息 20,301 196 4,932 60 25,491 △186 25,305 

持分法投資利益 503 - 15,877 - 16,380 - 16,380 

持分法適用会社への 
投資額 

6,905 - 137,249 - 144,154 - 144,154 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

94,307 4,889 95,815 546 195,558 △532 195,026 

（注）１．調整額の内訳は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益の調整額 353百万円には、セグメント間取引消去 482百万円が含まれております。 

(2) セグメント資産の調整額△146,705百万円には、債権の相殺消去△143,911百万円が含まれております。 

(3) 減価償却費の調整額△2,884百万円には、セグメント間取引消去△2,861百万円が含まれております。 

(4) 受取利息、支払利息、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の当期経常利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 

 前連結会計年度 
（自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日） 

１株当たり純資産額 3,024円 98銭 3,440円 23銭 

１株当たり当期純利益金額 198円 65銭 191円 23銭 

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記

載しておりません。 

 

   ２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 
（自 平成 24年４月 １日 
至 平成 25年３月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成 25年４月 １日 
至 平成 26年３月 31日） 

当期純利益（百万円） 29,808 28,694 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 29,808 28,694 

普通株式の期中平均株式数（千株） 150,052 150,051 

 

   ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 
（平成 25年３月 31日） 

当連結会計年度 
（平成 26年３月 31日） 

純資産の部の合計金額（百万円） 453,885 519,477 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
△19 3,265 

（うち少数株主持分） （△19） （3,265） 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
453,905 516,211 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（千株） 
150,052 150,051 

 

   ４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第 37

項に定める経過的な取扱いに従っております。 

     この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、23円 94銭増加しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  固定資産 1,749,201 1,780,429 

    電気事業固定資産 1,045,889 1,003,628 

      水力発電設備 372,980 365,343 

      汽力発電設備 394,071 367,935 

      新エネルギー等発電設備 1,533 1,541 

      送電設備 188,695 178,925 

      変電設備 31,762 31,645 

      通信設備 9,308 9,257 

      業務設備 47,537 48,979 

    附帯事業固定資産 1,980 2,213 

    事業外固定資産 798 857 

    固定資産仮勘定 331,810 367,748 

      建設仮勘定 331,120 367,563 

      除却仮勘定 690 185 

    核燃料 59,769 69,216 

      加工中等核燃料 59,769 69,216 

    投資その他の資産 308,954 336,763 

      長期投資 67,029 70,612 

      関係会社長期投資 212,363 236,195 

      長期前払費用 3,760 9,597 

      繰延税金資産 31,004 24,041 

      貸倒引当金（貸方） △5,204 △3,682 

  流動資産 121,090 146,302 

    現金及び預金 4,440 3,934 

    売掛金 48,758 46,228 

    諸未収入金 3,618 782 

    短期投資 － 35,000 

    貯蔵品 33,083 28,210 

    前払費用 2,405 2,370 

    関係会社短期債権 7,808 11,079 

    繰延税金資産 4,917 5,289 

    雑流動資産 16,166 13,405 

    貸倒引当金（貸方） △108 － 

  資産合計 1,870,291 1,926,731 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  固定負債 1,206,654 1,226,516 

    社債 694,930 691,346 

    長期借入金 438,228 479,549 

    長期未払債務 － 269 

    リース債務 374 342 

    関係会社長期債務 4,999 4,932 

    退職給付引当金 47,155 42,089 

    資産除去債務 189 202 

    雑固定負債 20,777 7,784 

  流動負債 304,261 325,406 

    1年以内に期限到来の固定負債 192,821 201,395 

    短期借入金 18,350 18,350 

    コマーシャル・ペーパー 3,999 － 

    買掛金 2,375 1,839 

    未払金 2,843 8,362 

    未払費用 10,276 9,519 

    未払税金 7,201 4,919 

    預り金 474 308 

    関係会社短期債務 59,093 74,979 

    諸前受金 741 694 

    雑流動負債 6,081 5,037 

  特別法上の引当金 425 119 

    渇水準備引当金 425 119 

  負債合計 1,511,341 1,552,042 

純資産の部     

  株主資本 354,914 366,524 

    資本金 152,449 152,449 

    資本剰余金 81,852 81,852 

      資本準備金 81,852 81,852 

    利益剰余金 183,878 195,491 

      利益準備金 6,029 6,029 

      その他利益剰余金 177,848 189,462 

        特定災害防止準備積立金 77 82 

        為替変動準備積立金 1,960 1,960 

        別途積立金 147,861 152,861 

        繰越利益剰余金 27,950 34,558 

    自己株式 △63,265 △63,268 

  評価・換算差額等 4,035 8,164 

    その他有価証券評価差額金 4,281 8,154 

    繰延ヘッジ損益 △245 9 

  純資産合計 358,950 374,689 

負債純資産合計 1,870,291 1,926,731 
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（２）損益計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業収益 586,993 582,861 

  電気事業営業収益 577,284 572,937 

    他社販売電力料 520,620 516,701 

    託送収益 52,632 52,182 

    電気事業雑収益 4,031 4,054 

  附帯事業営業収益 9,708 9,923 

    コンサルティング事業営業収益 2,306 2,077 

    石炭販売事業営業収益 6,321 6,664 

    その他附帯事業営業収益 1,081 1,181 

営業費用 543,659 542,396 

  電気事業営業費用 534,765 533,444 

    水力発電費 60,762 60,633 

    汽力発電費 377,701 383,857 

    新エネルギー等発電費 2,036 926 

    他社購入電力料 256 520 

    送電費 26,586 27,054 

    変電費 6,623 6,218 

    販売費 2,570 3,197 

    通信費 5,815 4,714 

    一般管理費 45,040 39,018 

    事業税 7,371 7,301 

  附帯事業営業費用 8,894 8,952 

    コンサルティング事業営業費用 1,771 1,598 

    石炭販売事業営業費用 6,337 6,558 

    その他附帯事業営業費用 785 795 

営業利益 43,333 40,464 

営業外収益 8,304 14,773 

  財務収益 6,063 11,700 

    受取配当金 4,395 10,275 

    受取利息 1,668 1,425 

  事業外収益 2,241 3,072 

    固定資産売却益 109 89 

    雑収益 2,131 2,983 

営業外費用 22,799 24,177 

  財務費用 20,707 20,348 

    支払利息 20,585 20,088 

    社債発行費 122 259 

  事業外費用 2,091 3,829 

    固定資産売却損 630 631 

    雑損失 1,461 3,197 

当期経常収益合計 595,298 597,635 

当期経常費用合計 566,459 566,574 

当期経常利益 28,839 31,060 

渇水準備金引当又は取崩し △351 △306 

  渇水準備引当金取崩し（貸方） △351 △306 

税引前当期純利益 29,190 31,367 

法人税、住民税及び事業税 7,999 4,375 

法人税等調整額 2,596 4,874 

法人税等合計 10,595 9,250 

当期純利益 18,594 22,117 
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（３）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

  

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

特定災害防止

準備積立金 

為替変動 

準備積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 152,449  81,852 81,852 6,029 70 1,960  147,861  19,866 

当期変動額     

剰余金の配当     △10,503 

当期純利益     18,594 

特定災害防止準備 

積立金の積立 
  7   △7 

別途積立金の積立    ― ― 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
    

当期変動額合計 ― ― ― ― 7 ― ― 8,083 

当期末残高 152,449  81,852 81,852 6,029 77 1,960  147,861  27,950 
 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 利益剰余金 

合計 

当期首残高 175,787  △63,264 346,824 △1,158 373 △785 346,039  

当期変動額     

剰余金の配当 △10,503  △10,503  △10,503 

当期純利益 18,594   18,594  18,594  

特定災害防止準備 

積立金の積立 
―    

別途積立金の積立 ―    

自己株式の取得  △1 △1  △1 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
  5,440 △618 4,821  4,821  

当期変動額合計 8,090  △1 8,089 5,440 △618 4,821  12,911  

当期末残高 183,878  △63,265 354,914 4,281 △245 4,035  358,950  
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  当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

特定災害防止

準備積立金 

為替変動 

準備積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 152,449  81,852 81,852 6,029 77 1,960  147,861  27,950 

当期変動額     

剰余金の配当     △10,503 

当期純利益     22,117 

特定災害防止準備 

積立金の積立 
  5   △5 

別途積立金の積立    5,000  △5,000 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
    

当期変動額合計 ― ― ― ― 5 ― 5,000  6,608 

当期末残高 152,449  81,852 81,852 6,029 82 1,960  152,861  34,558 
 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 利益剰余金 

合計 

当期首残高 183,878  △63,265 354,914 4,281 △245 4,035  358,950  

当期変動額     

剰余金の配当 △10,503  △10,503  △10,503 

当期純利益 22,117   22,117  22,117  

特定災害防止準備 

積立金の積立 
―    

別途積立金の積立 ―    

自己株式の取得  △3 △3  △3 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
  3,873 255 4,128  4,128  

当期変動額合計 11,613  △3 11,610 3,873 255 4,128  15,738  

当期末残高 195,491  △63,268 366,524 8,154 9 8,164  374,689  
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連　結　収　支　比　較　表

平成２５年　４月　１日から
平成２６年　３月３１日まで

（単位：百万円，％）
前連結会計年度 当連結会計年度

(A) (B) (B-A) (B-A)/A

営　　業　　収　　益 656,056 706,835 50,778 7.7

電 気 事 業 営 業 収 益 605,338 609,080 3,742 0.6

551,327 554,491 3,163 0.6
卸　電　気　事　業 520,620 516,615 △ 4,004 △ 0.8
水　　力 106,681 104,765 △ 1,916 △ 1.8
火　　力 413,938 411,850 △ 2,088 △ 0.5

その他の電気事業 30,707 37,875 7,168 23.3

52,632 52,182 △ 450 △ 0.9

1,378 2,407 1,028 74.6

海 外 事 業 営 業 収 益 1,647 42,834 41,186 －

そ の 他 事 業 営 業 収 益 49,070 54,920 5,849 11.9

営　　業　　費　　用 601,490 647,663 46,173 7.7

電 気 事 業 営 業 費 用 540,134 545,430 5,295 1.0
32,991 28,771 △ 4,219 △ 12.8
250,887 265,867 14,980 6.0
53,661 56,659 2,998 5.6
31,555 30,968 △ 587 △ 1.9
26,978 26,390 △ 587 △ 2.2
90,251 82,393 △ 7,858 △ 8.7
53,808 54,378 570 1.1

海 外 事 業 営 業 費 用 8,346 43,899 35,552 425.9

そ の 他 事 業 営 業 費 用 53,009 58,333 5,324 10.0

54,566 59,171 4,605 8.4

営　業　外　収　益 17,577 22,357 4,779 27.2

1,321 1,454 132 10.0

1,195 1,054 △ 141 △ 11.8

11,728 16,380 4,651 39.7

3,331 3,468 136 4.1

営　業　外　費　用 27,318 41,451 14,133 51.7

22,362 25,305 2,942 13.2

991 11,190 10,199 －

3,964 4,955 990 25.0

673,634 729,192 55,558 8.2

628,808 689,115 60,306 9.6

44,825 40,077 △ 4,748 △ 10.6

△ 351 △ 306 44 －

－ 2,386 2,386 －

45,176 42,770 △ 2,406 △ 5.3

11,940 8,372 △ 3,567 △ 29.9

3,622 6,579 2,957 81.6

29,613 27,817 △ 1,795 △ 6.1

△ 194 △ 876 △ 681 －

29,808 28,694 △ 1,114 △ 3.7

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

そ の 他

そ の 他

人 件 費

受 取 配 当 金

燃 料 費

租 税 公 課

修 繕 費
委 託 費

減 価 償 却 費

［参考－１］

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

増減

営 業 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

支 払 利 息

受 取 利 息

そ の 他

為 替 差 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失 （ △ ）

少数株主損益調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

特 別 利 益

渇水準備引当金取崩し(△ )

当 期 経 常 費 用 合 計

当 期 経 常 利 益

そ の 他

当 期 経 常 収 益 合 計
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［最大出力及び販売電力量・電力料収入等比較表］

（１）最大出力
（単位：ｋＷ）

前連結会計年度 当連結会計年度
（A） （B） （B-A）

電気事業

卸電気事業
水力
火力

その他の電気事業

海外事業

合計

(注) その他の電気事業には、ＩＰＰ、新電力等向け及び風力の合計を記載しております。
　　 海外事業には、タイ国のＳＰＰプロジェクトの合計を記載しております。

（２）販売の実績
（単位：百万ｋＷｈ，百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
（A） （B） （B-A）

電気事業 65,605 551,327 65,421 554,491 △ 184 3,163

卸電気事業 63,366 520,620 63,076 516,615 △ 290 △ 4,004
水力 9,032 106,681 8,759 104,765 △ 273 △ 1,916
火力 54,333 413,938 54,316 411,850 △ 17 △ 2,088

その他の電気事業 2,239 30,707 2,345 37,875 106 7,168

海外事業 － － 3,665 40,755 3,665 40,755

合計 65,605 551,327 69,087 595,247 3,481 43,919

(注) その他の電気事業には、ＩＰＰ、新電力等向け及び風力の合計を記載しております。
　　 海外事業には、タイ国のＳＰＰプロジェクトの合計を記載しております。
　　 百万ｋＷｈ及び百万円未満を切捨てて表示しております。

（３）出水率の実績
（単位：％）

前連結会計年度 当連結会計年度
（A） （B） （B-A）

出水率 △ 3

電力料電力量

［参考－２］

△ 38,000

△ 38,000

増減

増減

増減

102

電力量 電力料 電力量

99

電力料

18,572,280 884,770

837,280

17,687,510

8,389,0008,427,000

17,687,510 17,782,280 94,770

－ 790,000 790,000

16,983,000
8,556,000

704,510

16,945,000
8,556,000 －

132,770
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［参考－３］

（単位：百万円，％）
前事業年度 当事業年度
（A） （B） (B-A） （B-A)/A

営　業　収　益 586,993 582,861 △ 4,131 △ 0.7

電 気 事 業 営 業 収 益 577,284 572,937 △ 4,346 △ 0.8

520,620 516,701 △ 3,919 △ 0.8

水　　力 106,681 104,765 △ 1,916 △ 1.8

火　　力 413,938 411,935 △ 2,002 △ 0.5

52,632 52,182 △ 450 △ 0.9

4,031 4,054 23 0.6

附 帯 事 業 営 業 収 益 9,708 9,923 214 2.2

営　業　費　用 543,659 542,396 △ 1,262 △ 0.2

電 気 事 業 営 業 費 用 534,765 533,444 △ 1,321 △ 0.2

34,084 29,810 △ 4,273 △ 12.5

238,441 250,259 11,818 5.0

56,454 58,521 2,066 3.7

26,015 25,365 △ 650 △ 2.5

89,485 81,500 △ 7,985 △ 8.9

90,283 87,986 △ 2,296 △ 2.5

附 帯 事 業 営 業 費 用 8,894 8,952 58 0.7

43,333 40,464 △ 2,869 △ 6.6

営　業　外　収　益 8,304 14,773 6,468 77.9

営　業　外　費　用 22,799 24,177 1,377 6.0

20,707 20,348 △ 359 △ 1.7

2,091 3,829 1,737 83.0

当 期 経 常 収 益 合 計 595,298 597,635 2,337 0.4

当 期 経 常 費 用 合 計 566,459 566,574 115 0.0

28,839 31,060 2,221 7.7

△ 351 △ 306 44 －

29,190 31,367 2,176 7.5

7,999 4,375 △ 3,623 △ 45.3

2,596 4,874 2,277 87.7

18,594 22,117 3,522 18.9

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

託 送 収 益

人 件 費

燃 料 費

そ の 他

個　別　収　支　比　較　表

電 気 事 業 雑 収 益

増減

平成２５年　４月　１日から
平成２６年　３月３１日まで

他 社 販 売 電 力 料

営 業 利 益

修 繕 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

財 務 費 用

そ の 他

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

当 期 経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

渇 水 準 備 引 当 金 取 崩 し ( △ ）
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